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議案第１号

令和４年１⽉

倉吉都市計画区域内の特殊建築物
（産業廃棄物処理施設）の敷地の位置の承認

倉吉市 国府

鳥取県

資料１

議案の概要

倉吉市国府（こう）地内で稼働中の産業廃棄物処理施設（最終処分場）につい
て、隣接敷地を拡張し、その敷地に⽊くずの破砕施設（廃⽊材破砕処理施設）の
新築を⾏うため、建築基準法に基づき、産業廃棄物処理施設の敷地の位置をご審
議いただくもの。

産業廃棄物処理施設の建築等許可産業廃棄物処理施設の建築等許可
【産業廃棄物処理施設の建築に必要な法⼿続き】

建
築
等
許
可
の
前
提
条
件

位置の妥当性

安全性の確認

都市計画審議会の議を経ること

産業廃棄物処理施設、⼀般廃棄物処理施設産業廃棄物処理施設、⼀般廃棄物処理施設
○施設の処理能⼒、設置に関する計画、維持管理に関する計画や施設の構造
及び設備について、現地調査も⾏った上で審査される。

建築基準法第51条ただし書きに基づき

廃棄物の処理及び清掃に関する法律第８条第１項及び第１５条第１項に基づく

建築基準法第５１条
都市計画区域内においては、卸売市場、（中略）その他政令で定める処理施設（＝本施設）

の用途に供する建築物は、都市計画においてその敷地の位置が決定しているものでなければ、
新築し、又は増築してはならない。 ※県内で産廃施設の都市計画決定事例なし
ただし、特定⾏政庁が都道府県都市計画審議会の議を経てその敷地の位置が都市計画上支障

がないと認めて許可した場合又は政令で定める規模の範囲内において新築し、若しくは増築す
る場合においては、この限りでない。

 施設をまちのどこに配置すべきかという観点から御審議いただきたい。
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※この度の木くずの破砕施設の設置について、令和2年11月10日付第
202000200419号で産業廃棄物処理施設許可証が交付されている。



議案の概要（倉吉都市計画区域） 3

申請地︓倉吉市国府

倉吉都市計画区域

申 請 者 株式会社小鴨 代表取締役 菅埜 元晴
申 請 地 倉吉市国府1283番、1296番外18筆

施設の概要（その１） 4

位置図

岡山県真庭市

N

都市計画区域外

倉吉未来中心

倉吉市役所

倉吉駅申請地

三朝町

湯梨浜町

北栄町

琴浦町

申請地
N



申 請 者 株式会社小鴨 代表取締役 菅埜 元晴
申 請 地 倉吉市国府1283番、1296番外18筆

施設の概要（その2） 5

至 岡山県真庭市

位置図 N
都市計画区域外

倉吉未来中心

倉吉市役所

1,000m

倉吉農高

倉吉⻄高【申請敷地】
拡張する敷地

現在の敷地

都市計画区域内申請地︓(株)小鴨 大沢作業所

N

［都市計画情報］
○都市計画区域内（区域区分なし）、用途地域の指定なし

［計画地周辺の⼟地利用状況］
○周辺は農地利用、近接⺠家は⻄側約300ｍ、南東側約１ｋｍ
に倉吉農業高校が⽴地

⽊くずの破砕施設

近接⺠家

施設の概要（その３） 6

現在の敷地 【申請敷地】拡張する敷地
敷 地 面 積 29,846㎡ 43,247.64㎡

最大処理能⼒

①中間処理（建屋無し）
がれき類の破砕施設
・ガラスくず 495.2t／日
・がれき類、コンクリートくず、
陶磁器くず 371.2ｔ／日

②産業廃棄物の最終処分場（安定型）
埋⽴面積︓22,222㎡
埋⽴容量︓179,610㎥

①中間処理（建屋有り）
鉄骨造平屋建て、
延べ面積1,328.99㎡
⽊くずの破砕施設 88.0t／日

②産業廃棄物の最終処分場（安定型）
埋⽴面積︓21,334㎡
埋⽴容量︓174,632㎥

処 理 品 目
処理する産業廃棄物の種類…４品目
(1)廃プラスチック類 (2)⾦属くず
(3)ガラスくず等 (4)がれき類

処理する産業廃棄物の種類…４品目
同左

＜(株)小鴨 大沢作業所 処理施設の内容＞

＜産業廃棄物＞
事業活動に伴って⽣じた廃棄物のうち、廃棄物処理法で定められた20種類のもの
（例︓廃油、廃ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ、紙くず、⾦属くず等）

＜一般廃棄物＞
産業廃棄物以外の廃棄物 （例︓し尿、家庭ごみ、産廃以外の事業所ごみ）

既存の処理場は建屋が無いため、建築基準法による規制の対
象外だったが、今回の拡張で新たに建築物を設置するため、
建築基準法に基づく許可が必要となる



7施設の概要（その４）

【申請敷地】拡張する敷地

現在の敷地

産業廃棄物の最終処分場（安定型）
埋⽴面積︓21,334㎡
埋⽴容量︓174,632㎥

（廃⽊材破砕処理施設）
⽊くずの破砕施設

トラック経路

都市計画区域外

都市計画区域内

500ｍ

500ｍ

牛舎
近接⺠家

8施設の概要（その５）・施設全体配置図（その１）

現在の敷地

（廃⽊材破砕処理施設）
⽊くずの破砕施設 88.0t／日

［建物概要］
鉄骨造平屋建て、延べ面積1,328.99㎡
最高高さ︓9.64ｍ、最高軒高︓8.90ｍ 【申請敷地】拡張する敷地

（廃⽊材破砕処理施設）
⽊くずの破砕施設

トラック経路

産業廃棄物の最終処分場（安定型）
埋⽴面積︓21,334㎡
埋⽴容量︓174,632㎥

埋⽴区域



9道路の現況写真（トラックの搬⼊経路︓県道から施設まで）

③
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③

②

①

②

①

トラック経路

①

②

③

④

⑤

⑥ ⑦

①

②③④⑤⑥⑦

現在の敷地

申請敷地

②~④：市道野田大沢1号線
幅員5.0ｍ

⑤~⑦：農道国府9号
幅員6.6ｍ

※R３年度拡張整備施行済
農耕車優先、待機所確保

撮影位置図撮影位置図
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【申請敷地】
拡張する敷地

現在の敷地

敷地の現況写真（その１）

③

撮影位置図撮影位置図
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N

現在の敷地〈南側遠景 〉 ③

②

①

【申請敷地】
拡張する敷地

②

①

【申請敷地】
拡張する敷地
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【申請敷地】
拡張する敷地

現在の敷地

敷地の現況写真（その２）

撮影位置図撮影位置図
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N

現在の敷地〈南側遠景 〉

③

②

①

【申請敷地】
拡張する敷地

②

【申請敷地】拡張する敷地

現在の敷地〈⻄側遠景 〉

①

【申請敷地】
拡張する敷地

（廃⽊材破砕処理施設）
⽊くずの破砕施設

②

12施設全体配置図（その２）

1.投入コンベア

①トラック搬出⼊経路

廃⽊材破砕設備

集塵機

2.破砕機

廃⽊材破砕処理施設（建物）平⾯図

仮置き集積場
171.16㎡

廃⽊材処理施設
1,147.83㎡

③チップ集積場

ｺﾝﾌﾟﾚｯｻ室
10.00㎡

屋外
ｺﾝｸﾘｰﾄ舗装

ダスト
集積場

6.製品コンベア

3.排出コンベア

ダストコンベア

オ
ー
バ
ー
コ
ン
ベ
ア

②投入ヤード

48.56ｍ

30
.5

6ｍ

2.5ｍ

4.
0ｍ

開放

開放 開放

開
放

4.磁選コンベア

5.旋回スクリーン

＜破砕処理の流れ＞
①（受入れ）トラック搬入

↓
②投入ヤード

1.投⼊ｺﾝﾍﾞｱ→2.破砕機→3.排出ｺﾝﾍﾞｱ→
4.磁選ｺﾝﾍﾞｱ→5.旋回ｽｸﾘｰﾝ→6.製品ｺﾝﾍﾞｱ

↓
③チップ集積場

↓
トラック搬出

(製紙原料、ﾊﾞｲｵﾏｽ原料として販売）



13施設全体配置図（その３）

＜既設炉＞

廃⽊材破砕設備機器概略図

【機器概略図１】

【機器概略図２】

4.18ｍ

5.0ｍ 6.0ｍ

製品コンベア

投入コンベア

破砕機

旋回スクリーン

ダストコンベア

投入ヤード

旋回スクリーン

チップ集積場

磁選コンベア

14施設全体配置図（その４） 廃⽊材破砕処理施設（建物）⽴⾯図

【南側⽴面図】

【東側⽴面図】

【北側⽴面図】

【⻄側⽴面図】

［外部仕上げ］
屋根:カラーＧＬ鋼板 勾配3/100

厚0.8 折板葺Ｈ=166
裏貼断熱材 厚4.0

外壁:角波形状カラーＧＬ鋼板
厚0.35 縦張り

［内部仕上げ］
床:コンクリート直仕上げ（⾦コテ）
内壁:硬質⽊毛ｾﾒﾝﾄ板 厚20片面張（FL+3,000）

外壁裏顕し
天井:屋根裏顕し

開放

開放 開放 開放

7.
5m

7.
5m



15経緯

産業廃棄物処理施設の設置許可年⽉日 備 考

既
存
敷
地

① 産業廃棄物の最終処分場（安定型）
（当初）平成９年７⽉10日
（直近の更新許可）令和３年５⽉21日

審議対象外

② 中間処理施設（がれき類の破砕施設）・建屋無し
（当初）平成13年10⽉22日
（直近の更新許可）令和３年５⽉21日

審議対象外

拡
張
敷
地

③ 中間処理施設（⽊くずの破砕施設）・建屋有り
（当初）令和２年11月10日

鳥取県都市計画審議会
←今回の審議事項

④ 産業廃棄物の最終処分場（安定型）
（当初）令和２年11⽉21日 審議対象外

建築基準法
木くずの破砕施設の計画は、建屋を新築し一日当たりの処理能力が五トンを超えるものに該当するため、建築

基準法第51条に規定するその他政令で定める処理施設の用途に供する建築物として、同条ただし書きの規定よ
る都市計画審議会の議を経ることが必要となる。
（特定行政庁（倉吉市）は、鳥取県都市計画審議会の議を経て、その敷地の位置が都市計画上支障がないと認
めた場合に許可）

⽊くずの破砕施設の処理能⼒ ［計画］88.0ｔ/日（11t/時間×８時間/日）

【申請理由】現在許可を受けて稼働中の既存の産業廃棄物処理施設（最終処分場）の埋⽴容量が将来的
に満杯になることに備えて、その隣接地に最終処分場を拡張し、併せて、これまで焼却処理を⾏っていた
⽊くずを今後はリサイクル可能なものは再利⽤可能な⽊チップとして破砕処理を⾏うため、産業廃棄物処
理施設（廃⽊材破砕処理施設）の建屋の新築を計画することについて建築基準法第51条ただし書の規定に
よる建築許可を受けるため申請するもの。

16位置の妥当性

項 目 内 容

⽴ 地 面
・

⼟地利用面

○計画地は倉吉都市計画区域内（非線引き）の中心市街地から離れた用途地
域の指定のない区域に位置している。
○周辺は市街化の傾向はなく農地に利用されている。なお、近接⺠家は⻄側
約300ｍ、南東側約１㎞に倉吉農業高校が⽴地している。
○また、⼟砂災害警戒区域等における⼟砂災害防⽌対策の推進に関する法律
第９条第１項に規定する⼟砂災害特別警戒区域の指定はない。

施 設 計 画 ○鳥取県廃棄物処理施設の設置に係る⼿続きの適正化及び紛争の予防、調整
等に関する条例により地元住⺠等の合意形成が図らてれている。
○関係機関との調整が整っており、関係法令に整合するように計画している。
○廃棄物の処理及び清掃に関する法律第15条の規定による産業廃棄物処理
施設として、技術上の基準に適合し、周辺地域の⽣活環境の保全及び周辺の
施設について適正な配慮がなされ、維持管理を的確に継続して⾏う基準に適
合する施設として設置許可を受けている。
○県道から施設までのトラックの搬⼊経路の交通量は少ない。令和３年度に
農道拡張整備を⾏い待機所を確保して農耕⾞両等の通⾏を優先するなど交通
対策が⾏われている。

環境影響評価 ○⽣活環境影響調査が実施され、大気環境（大気質、騒音、振動及び悪臭）
及び水環境（水質及び地下水）の環境基準値を下回っていることが報告され
ており、周囲への⽣活環境に与える影響は少なく、支障がないとの結果が得
られている。
○なお、施設設置後の測定調査は県の調査に加え外部機関での調査を年２回
⾏う計画としている。
（廃棄物処理法にかかる審査項目のため、今回は説明を割愛）



17位置の妥当性

N

【都市計画における⼟地利用区分】
・ 都市計画区域（区域区分非設定）
・ 用途地域の指定のない区域

7ｋm5ｋm3ｋm

倉吉市役所

倉吉農高

倉吉駅

18用途地域と用途地域の指定のない区域における主な建築制限⼀覧

用途地域の指定のない区域は、住居、商業、工業などの建築制限はないが、
大規模な集客施設の⽴地を制限している地域



19地元関係者との合意形成
鳥取県廃棄物処理施設の設置に係る⼿続の適正化及び紛争の予防、調整等に関する条例

（平成18年1⽉1日施⾏）
廃棄物処理施設の設置に係る⼿続の適正化と紛争の予防、調整等を図るため、廃棄物処理施設等を設

置しようとする者に事業計画の事前公開及び関係住⺠に対する説明会の開催等を義務付けるとともに、
廃棄物処理施設等の設置者と関係住⺠との間の紛争に係る意⾒の調整を⾏う制度、廃棄物処理施設等に
おける処理状況の公表制度等を定めた条例
＜対象施設＞ （条例第２条第12,13号、施⾏規則第4,5条）
①廃棄物処理法による設置許可（知事許可）が必要な産業廃棄物処理施設
②廃棄物処理法による設置許可（知事許可）が必要な⼀般廃棄物処理施設 ほか

＜説明会を開催する必要がある関係住⺠＞（条例第２条第12,13号、施⾏規則第4,5条）
産業廃棄物の最終処分場を設置する計画があるため敷地境界から500メートル以内の区域の居住者・

事業所・⾃治会等、区域内で農業・林業又は漁業を営むもの

○居住者、農業者、林業者の関係住⺠、関係事業者、⾃治会、水利業者を対象
に４地区で説明会を実施し、理解を得られた。

○説明会後に周辺区域内居住者より条例の規定による意⾒書が１件提出され、
⾒解書により説明を⾏い意⾒者の了解を得ている。

詳細は次項以降

関係住⺠の理解が得られていると認められる

20関係者説明の実施状況（その１）

＜説明会を開催する必要がある関係住⺠＞（条例第２条第12,13号、施⾏規則第4,5条）
産業廃棄物の最終処分場を設置する計画があるため敷地境界から500メートル以内の区域

の居住者・事業所・⾃治会等、区域内で農業・林業又は漁業を営むもの

＜説明会の周知方法＞
R1.12.11に居住者・農業者・林業者の関係住⺠（145名）、関係事業者（6）、⾃治会

（4地区）、水利業者（2地区の⼟地改良区）へ案内⽂を郵送

＜関係住⺠説明会等による住⺠の理解に関する⾒解＞
○R1.12.23~R2.1.14に４地区で説明会を実施し、質疑応答による説明を⾏い理解が得られ
ている。
○説明会後に周辺区域内居住者より条例の規定による意⾒書は１件提出されたが、⾒解書に
より説明を⾏い意⾒者の了解を得られ、R2.2.13~R2.2.20まで⾒解書の広告が⾏われた。
○その他に意⾒書の提出や問合せはなく理解が得られていると判断

＜実施状況報告書の作成・提出、合意成⽴通知＞
○関係住⺠への説明状況について、R2.2.27に県へ実施状況報告書を提出し、合意形成に関
する審査の結果は「関係住⺠の理解がえられたと認めるとき」に該当すると判断し、
R2.3.25に合意形成の通知（県→（株）小鴨）が⾏われている。



21関係者説明の実施状況（その２）

開催日 関係住⺠説明会_実施対象地区 参加者 内 容
R1.12.23 ①（国府）大沢地区_居住世帯8,事業所6 25名 事業計画概要、⽣

活環境影響調査、
⽣活環境保全措置
について説明

R1.12.26 ②尾原地区_居住世帯0,事業所1 14名
R2.1.11 ③（大谷）野田地区_居住世帯6,事業所0 20名
R2.1.14 ④北面地区_居住世帯0件,事業所0件 13名

【関係住⺠説明会の開催状況】
○４地区で実施した説明会の主な質疑応答は次ページのとおり。

①

②

申請地

敷地境界から500ｍ

③

④

22関係者説明の実施状況（その３）

質 疑 回 答
（R1.12.23大沢地区_関係住⺠説明会）
○新規処分場が稼働後にトラブルが発⽣した
場合の対処はどうすればよいか。
その他質疑応答６件

○施設管理について廃棄物処理法で定めてお
り、県を通じて指導ができるため、問題等が
発⽣した場合は県へ連絡していただきたい。

（R1.12.26尾原地区_関係住⺠説明会）
○昨今の災害ﾚﾍﾞﾙの⾬量が心配だが大丈夫か。

その他質疑応答２件

○山林部分を伐採しているため、伐採による
流出量の差はあるが、流域が狭く、最終処分
場に設ける⼟堰堤（えんてい）は満水でも設
計上崩壊しない安全な構造なっている。

（R2.1.11野田地区_関係住⺠説明会）
○アスベストは被覆してあるというがそれで
本当に大丈夫なのか。
○調査の数値に異常があった場合どのように
対応するのか、また、住⺠へどのように周知
するのか決めておいてほしい。
その他質疑応答13件

○現在稼働中の処分場でも扱っており、アス
ベスト調査で基準値以上の値は出ていません。
○異常があった場合には速やかに県に報告す
る義務があるため、その場合、県から連絡が
あります。

（R2.1.14北⾯地区_関係住⺠説明会）
○最終処分場からの流水で最も影響があるの
は営農組合ということを認識しておいていた
だきたい。
その他質疑応答１件

○これまでも四王寺⼟地改良区と水路につい
て協議を⾏い、覚書を作成している。今後も
水質に異常がでた場合は即座に報告を⾏いま
す。

◇関係住⺠説明会での主な質疑応答（質疑の内容は主に最終処分場に関すること）



23関係者説明の実施状況（その４）

番号 意 ⾒ 書 ⾒ 解 書

１ ○環境調査について、すべて外部機関によっ
て実施・分析を⾏い、数値を公表すること。

○調査は外部委託で実施し、調査結果はホーム
ページで公表する。

２

○環境調査において安全基準を上回る数値が
確認された場合、速やかに対策を実施するこ
と。対策実⾏までは施設の停⽌または縮減を
⾏い、応急措置を講じること。

○基準不適合となった場合、その原因の調査及び
⽣活環境の保全上必要な措置を講ずる。この場合、
新たな廃棄物の搬⼊及び埋⽴を中⽌し、速やかに
管轄⾏政に連絡のうえ対策を協議し、改善対策を
講ずる。

３
○事故や災害などで施設に影響が⽣じた場合、
⾏政の確認・市道に基づきその安全性が確認
されるまで運転を停⽌または縮小すると共に、
汚染防⽌等の措置を速やかに講じること。

○台風等により異常事態が発⽣又はその恐れがあ
る場合は新たな廃棄物の搬⼊・埋⽴を中⽌し、⽣
活環境保全に必要な措置を講ずると共に、速やか
に⾏政へ連絡し指⽰を受ける。

４
○上記２，３の状況において、速やかに区内
⺠に対し説明を⾏うこと。また、この影響に
より区内⺠⾃らが対策を講じる必要がある場
合、その費用はすべて事業者が負担すること。

○速やかに状況説明を⾏うと共に、原因が処分場
であることが明らかで、被害が⽣じた場合に実施
される対策に要する費用は事業者で負担する。

５

○事業の進捗等について定期的に区内⺠に情
報提供、意⾒聴取を⾏うこと。区内⺠の意⾒
に対しては、迅速な状況の確認・検証を⾏い、
その不安解消に努め、必要な対策や補償に応
じること。

○⽂書配布や説明会、回覧等により情報提供を⾏
い、地区の定期総会等で意⾒聴取し、誠実に対応
すると共に、意⾒と⾒解についてはホームページ
で公開する。意⾒を通して安全基準の不適合等が
確認されれば迅速に状況確認・検証を⾏い不安解
消に努め、必要な対策や補償に応じる。

◇意⾒書および⾒解書の概要

24廃棄物の処理及び清掃に関する法律の許可⼿続きの状況（その１）

＜合意形成手続き＞鳥取県廃棄物処理施設の設置に係る⼿続の適正化及び紛争の予防、調整等に関する条例

・施設の計画
・⽣活環境影響調査結果について、周辺区域の環境住⺠・事業者に説明し、合意形成を図る。

事業計画書・周知計画書の提出

事業計画書の 広告 ・ 縦覧
(42日間)     (28日間)

住⺠説明会の開催

意⾒書の提出
住⺠から事業者へ

⾒解書の提示
事業者から住⺠へ

合意形成努⼒

実施状況報告書の作成・提出

合意成⽴通知

・事業者は、事業計画書・周知計画書の提出、広
告、縦覧を⾏うとともに、説明会を開催し、関係
住⺠の理解を得るよう努めなければならない。
（条例第５条、第６条、第９条、第10条）

・関係住⺠は意⾒書を提出することができる。
・事業者は、意⾒書に対し⾒解を⽰さなければ
ならない。
・事業者と関係住⺠は、相互の⽴場を尊重し、
相⼿の意⾒、⾒解を理解するよう努めなければ
ならない。
（条例第４条、第11条、第12条）

・関係住⺠への説明状況を事業者から県に報告
しなければならない（条例第14条）

・住⺠の理解が得られた場合に、その旨を県は
事業者、市町村⻑に通知し、関係住⺠に周知す
る。（条例第16条）

R1.11.15

R1.12.17
〜

R2.1.14

R2.2.27

R2.3.25

R2.1.24
〜

R2.2.12



最終処分場に関する意⾒徴収

25廃棄物の処理及び清掃に関する法律の許可⼿続きの状況（その２）

＜施設設置許可手続き＞廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号）

設置許可申請

告示・縦覧
(１か月間)

意⾒書の提出
住⺠から県へ

県の審査

施設設置許可

・施設の計画、維持管理の計画等を記載
・⽣活環境影響調査書を添付

R2.９.25

R2.10.23 〜11.22

⽊くず破砕施設︓R2.11.10許可
最終処分場︓R2.12.21許可

関係市町村から
の意⾒聴取

・国の定める技術上の基準への適合性に
加え、地域の⽣活環境に適正な配慮が⾏
われているかどうかについて審査する。

専門的知識を有す
る者の意⾒聴取提出期限R2.12.6

県条例による合意形成手続きの完了

・知事が許可するに当たり、⽣活環境の
保全に関して専門的知識を有する者の意
⾒を聞かなければならない。
（法第15条の２第３項）

・知事は、事業者からの申請後、速やか
に⼀⽉間公衆の縦覧に供しなければなら
ない。（法第15条第４項）
・利害関係者は、縦覧期間終了後２週間
以内に意⾒書を提出できる。(同第６項)

R2.10.20
R2.10.7通知
R2.12.3回答

※意⾒なし ※意⾒なし

26これまでの流れと今後のスケジュール（予定）

日 付 主 な 内 容

R1.11.15 鳥取県廃棄物処理施設設置⼿続条例に基づく事業計画書の提出

R2.3.25 廃棄物処理施設の設置に関する事業者と関係住⺠等との合意形成

R2.9.25 産業廃棄物処理施設設置許可申請書の提出
（⽊くず破砕施設、最終処分場（安定型））

R2.11.10 産業廃棄物処理施設設置許可（⽊くず破砕施設）

R2.12.21 産業廃棄物処理施設設置許可（最終処分場（安定型））

R3.12.23 建築許可申請に伴う事前協議会開催 ※反対意⾒は特になし
（倉吉市、中部消防局、県の関係法令担当部局）

R４.1.5 建築基準法第５１条許可申請書の提出

R4.１⽉ 鳥取県都市計画審議会（今回）（本日）

R4.2⽉ 当審議会の承認後、本件を許可（予定）⇒建築確認申請⼿続き

R4.８⽉ 操業開始（予定）

本議題の建築物の敷地の位置について、都市計画上の支障がないと認められる
か、ご審議ください。（認められる場合→賛成、認められない場合→反対）
本審議会において承認された場合、下記のスケジュールで事業が進められる予

定です。


